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（２）歳出（別表５，９参照） 
イ．概要 

平成３０年度一般会計の歳出決算額は１８７億７７０万６千円で、予算現額１９４億３，０６２

万６千円に対し、９６．３％の執行率である。 
翌年度繰越額は３億２，１０１万２千円で、そのすべてが繰越明許費繰越額となっている。した

がって、予算執行残額から翌年度繰越額を差し引いた不用額が４億１９０万８千円となっている。 
決算額のうち前年度に比べて増加した主なものは、諸支出金８，８１８万４千円（１３．３％）、

公債費５，９８３万２千円（３．７％）、土木費４，９５２万２千円（３．２％）であり、減少し

た主なものは、民生費５億８，０８８万１千円（８．５％）、衛生費３億７，１６１万６千円（１

６．１％）である。 
概ね予算に即した執行がされていたことを認めた。決算額を性質別に区分すると次のとおりであ

る。 
性 質 別 決 算 額 比 較 表 

区  分 

  性 質 別 平 成 30 年 度 平 成 29 年 度 対前年度 

増減額 決 算 額  構成比 決 算 額  構成比 

消 

費 

的 

経 

費 

  千円     % 千円     % 千円 

人 件 費 2,622,950 14.0 2,629,951 13.4 △ 7,001 

物 件 費 2,518,930 13.5 2,535,485 12.9 △ 16,555 

維持補修費 195,948 1.0 221,846 1.1 △ 25,898 

扶 助 費 3,628,157 19.4 3,677,272 18.6 △ 49,115 

補助費等 4,568,959 24.4 4,933,139 25.1 △ 364,180 

小     計 13,534,944 72.3 13,997,693 71.1 △ 462,749 

投
資
的
経
費 

普通建設事業費 1,175,605 6.3 1,846,688 9.4 △ 671,083 

災害復旧事業費 9,030 0.1 7,665 0.0 1,365 

小     計 1,184,635 6.4 1,854,353 9.4 △ 669,718 

公   債   費 1,692,112 9.0 1,632,280 8.3 59,832 

積   立   金 752,975 4.0 664,791 3.4 88,184 

貸   付   金 275,000 1.5 304,000 1.5 △ 29,000 

繰   出   金 1,268,040 6.8 1,236,115 6.3 31,925 

合     計 18,707,706 100.0 19,689,232 100.0 △ 981,526 

消費的経費は後年度に形を残さない性質の経費である。投資的経費はその支出の効果が資本形成

に向けられるもので、施設等ストックとして将来に残るものに対して支出される経費である。 
歳出科目は１４款に区分されており、その構成及び予算の執行状況は次のとおりである。  
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 ロ．議会費 
議    会    費 

予算現額 支出済額 翌年度繰越額 不用額 執行率 対決算総額比 

円 円 円 円 ％ ％ 

169,648,000 168,137,896 0 1,510,104 99.1 0.9 

 本款の執行状況は上表のとおりで、前年度支出済額１億６，００４万９千円に比較すると８０８

万９千円（５．１％）の増加である。  
 ハ．総務費 

総    務    費 
予算現額 支出済額 翌年度繰越額 不用額 執行率 対決算総額比 

円 円 円 円 ％ ％ 

2,248,613,000 2,192,143,714 5,638,000 50,831,286 97.5 11.7 

本款の執行状況は上表のとおりで、前年度支出済額２２億４，２３６万２千円に比較すると５，

０２１万８千円（２．２％）の減少である。 
これは主に、市民会館管理費が９６９万５千円（１７．７％）、一般管理費が７５９万４千円（０．

６％）、戸籍住民基本台帳費が５３２万３千円（７．６％）、県議会議員選挙費が３４２万１千円（皆

増）、統計調査費が３０８万６千円（１８５．９％）、それぞれ増加したものの、財産管理費が２，

４７１万８千円（１９．７％）、衆議院議員選挙費が１，７５９万円（皆減）、知事選挙費が１，７

０６万円３千円（皆減）、賦課徴収費が１，２２１万９千円（２０．３％）、市民参画推進費が７２

２万１千円（８．７％）、それぞれ減少したためである。 
 また、不用額５，０８３万１千円は主に、賦課徴収費で還付実績額が見込みよりも減少したこと

による償還金、利子及び割引料２１３万３千円、県議会議員選挙費で県議会議員選挙が無投票にな

ったことによる役務費１７８万６千円、一般管理費でふるさと納税受入額の予測が困難による報償

費１２１万円、財産管理費でマイクロバス借上料が低額に納まったことによる使用料及び賃借料１

１７万５千円、防犯対策費で防犯カメラ設置の設置見込数が下回ったことと老朽空き家撤去事業補

助が予算額を下回ったことによる負担金、補助及び交付金１１２万円が不用になったものである。 
 なお、翌年度繰越額５６３万８千円は、電算処理費の繰越によるものである。 

 

 ニ．民生費 
民    生    費 

予算現額 支出済額 翌年度繰越額 不用額 執行率 対決算総額比 

円 円 円 円 ％ ％ 

6,467,298,000 6,264,873,257 18,820,000 183,604,743 96.9 33.5 

本款の執行状況は上表のとおりで、前年度支出済額６８億４，５７５万４千円に比較すると５億
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８，０８８万１千円（８．５％）の減少である。 
 これは主に、障害者福祉費が４，４１４万円（４．１％）、児童福祉総務費が８９５万２千円（１

１．９％）、後期高齢者医療事業費が５９８万８千円（１．０％）、それぞれ増加したものの、児童

福祉施設費が４億５，５９５万８千円（４３．４％）、社会福祉総務費が７，０００万５千円（４．

５％）、老人福祉費が４，０７３万円（３６．１％）、それぞれ減少したためである。 
 また、不用額１億８，３６０万５千円は主に、福祉医療費で医療費助成の減による扶助費４，３

６６万４千円、生活保護費の扶助費で入院等の医療費が見込みを下回ったことによる扶助費３，５

１９万９千円、障害者福祉費で利用者が見込みを下回ったことによる扶助費２，５１１万７千円、

社会福祉総務費で介護給付費の減による繰出金の減になったこと等による繰出金１，８２０万２千

円、児童措置費で私立幼保施設への施設型給付費等が見積りより少なかったことによる負担金、補

助及び交付金９０７万５千円が不用になったものである。 
子育て支援として引き続き４・５歳児の保育料を無料化し、保護者負担の軽減に取り組んでいる。

また、幼保一体化の推進では、平成３０年４月に北条ならの実こども園を開設した。次いで、市内

４番目の公立認定こども園となる（仮称）泉こども園の整備工事に着手し、令和２年４月の開園に

向けて準備を進めた。  
 ホ．衛生費 

衛    生    費 
予算現額 支出済額 翌年度繰越額 不用額 執行率 対決算総額比 

円 円 円 円 ％ ％ 

1,999,539,000 1,940,092,045 0 59,446,955 97.0 10.4 

本款の執行状況は上表のとおりで、前年度支出済額２３億１，１７０万８千円に比較すると３億

７，１６１万６千円（１６．１％）の減少である。 
 これは主に、予防費が５２万９千円（０．５％）増加したものの、主に病院事業会計補助金（繰

出金）の減により保健衛生総務費が２億４，４８２万２千円（１８．１％）、塵芥処理費が８，３

８０万４千円（１８．８％）、それぞれ減少したためである。 
 また、不用額５，９４４万７千円は主に、保健衛生総務費で水道事業にかかる補助対象事業費の

減による投資及び出資金１，１２０万円、し尿処理費でし尿処理量の減による委託料１５０万２千

円、環境保全対策費で環境負荷分析を要する苦情が少なかったことによる委託料１３６万９千円が

不用になったものである。     
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ヘ．労働費 
労    働    費 

予算現額 支出済額 翌年度繰越額 不用額 執行率 対決算総額比 

円 円 円 円 ％ ％ 

150,644,000 148,847,890 0 1,796,110 98.8 0.8 

本款の執行状況は上表のとおりで、前年度支出済額１億５，４６４万３千円に比較すると５７９

万５千円（３．７％）減少している。これは、労働諸費が減少したためである。  
 ト．農林水産業費 

農  林  水  産  業  費 
予算現額 支出済額 翌年度繰越額 不用額 執行率 対決算総額比 

円 円 円 円 ％ ％ 

1,171,248,000 1,138,375,303 9,100,000 23,772,697 97.2 6.1 

本款の執行状況は上表のとおりで、前年度支出済額１１億１，８９３万９千円に比較すると１，

９４３万６千円（１．７％）の増加である。 
 これは主に、畜産業費が３，４２４万５千円（皆減）、農業総務費が１，０８６万２千円（７．

４％）、それぞれ減少したものの、農村総合整備事業費が６，７３２万６千円（２４．１％）、地域

農政推進対策事業費が６６６万５千円（１９．７％）、林業振興費が２８７万４千円（１５．８％）、

それぞれ増加したためである。 
 また、不用額２，３７７万３千円は主に、農業振興費で担い手及び経営体育成事業費の減による

負担金、補助及び交付金９９０万１千円、地域農政推進対策事業費で施設園芸設備整備支援補助金

等の減による負担金、補助及び交付金２３４万１千円、農業振興費で特定外来生物駆除委託料の捕

獲頭数の減による委託料１３３万２千円が不用になったものである。  
チ．商工費 

商    工    費 
予算現額 支出済額 翌年度繰越額 不用額 執行率 対決算総額比 

円 円 円 円 ％ ％ 

377,519,000 369,857,672 3,100,000 4,561,328 98.0 2.0 

 本款の執行状況は上表のとおりで、前年度支出済額４億２，５７１万７千円に比較すると５，５

８５万９千円（１３．１％）の減少である。 
 これは主に、商工振興費が４，５１０万１千円（１３．７％）減少したためである。 
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 リ．土木費 
土    木    費 

予算現額 支出済額 翌年度繰越額 不用額 執行率 対決算総額比 

円 円 円 円 ％ ％ 

1,827,152,000 1,615,558,208 180,354,000 31,239,792 88.4 8.6 

 本款の執行状況は上表のとおりで、前年度支出済額１５億６，６０３万６千円に比較すると４，

９５２万２千円（３．２％）の増加である。 
 これは主に、都市下水費が１億２，１００万８千円（２０．９％）、土地区画整理費が７，２７

５万５千円（７８．８％）、街路事業費が３，５０４万１千円（９８．６％）、道路維持費が２，８

８２万６千円（１６．２％）、住宅管理費が８０５万９千円（２２．３％）、それぞれ減少したもの

の、鶉野飛行場跡地周辺整備等による都市再生事業費が１億６，１０４万２千円（１２１．０％）、

産業団地整備事業による宅地造成対策費が１億５７８万５千円（皆増）、公園費が３，００４万３

千円（７４．３％）、道路新設改良費が２，１６１万円（１５．６％）、それぞれ増加したためであ

る。 
 また、不用額３，１２４万円は主に、都市再生整備事業費で備蓄倉庫建築工事及び展示施設兼公

衆用トイレ建築工事において、工事の変更増が不用となったことによる工事請負費１，８５４万４

千円、都市再生整備事業費で北条鉄道法華口駅における歩行者用踏切整備設計委託業務の精算額が

減額となったことによる委託料１１４万８千円が不用になったものである。 
なお、翌年度繰越額１億８，０３５万４千円は、道路新設改良費、街路事業費、都市再生事業費

の繰越である。  
 ヌ．消防費 

消    防    費 
予算現額 支出済額 翌年度繰越額 不用額 執行率 対決算総額比 

円 円 円 円 ％ ％ 

764,066,000 761,552,482 0 2,513,518 99.7 4.1 

 本款の執行状況は上表のとおりで、前年度支出済額７億６，０５１万４千円に比較すると１０３

万９千円（０．１％）の増加である。 
 これは主に、非常備消防費が７４６万７千円（８．６％）減少したものの、消防施設費が７９１

万９千円（７９．１％）増加したためである。      
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 ル．教育費 
教    育    費 

予算現額 支出済額 翌年度繰越額 不用額 執行率 対決算総額比 

円 円 円 円 ％ ％ 

1,790,479,000 1,654,150,205 98,000,000 38,328,795 92.4 8.8 

 本款の執行状況は上表のとおりで、前年度支出済額１７億９，８７７万５千円に比較すると、１

億４，４６２万５千円（８．０％）の減少である。 
 これは主に、教育総務費の学校振興費が２，７１１万４千円（１８．９％）、社会教育費の文化

財保護費が１，８７１万５千円（６６．１％）、それぞれ増加したものの、前年度に加西中学校プ

ール改築工事が完了したことによる中学校費の学校管理費（中）が１億５，０３０万１千円（６７．

６％）、前年度に温水プール設備改修工事が完了したことによる特別支援学校費の特別支援学校費

が３，９５９万３千円（６１．９％）、小学校費の学校管理費（小）が１，６０８万３千円（１０．

３％）、社会教育費のオークタウン管理費が１，２１６万６千円（４０．８％）、それぞれ減少した

ためである。 
翌年度繰越額９，８００万円は、特別支援学校費の特別支援学校費、中学校費の学校管理費、保

健体育費の体育施設管理費の繰越である。 
  なお、加西市南部学校給食センターの建設延期等に伴い、一般会計（第５号）補正予算で、８億

２，８５７万６千円を減額補正されている。  
 ヲ．災害復旧費 

災  害  復  旧  費 
予算現額 支出済額 翌年度繰越額 不用額 執行率 対決算総額比 

円 円 円 円 ％ ％ 

17,247,000 9,030,240 6,000,000 2,216,760 52.4 0.0 

 本款の執行状況は上表のとおりで、前年度の支出済額７６６万５千円に比較すると１３６万５千

円（１７．８％）増加している。 
 これは、農業施設災害復旧費が１３６万５千円（１７．８％）増加したためである。  

 ワ．公債費 
公    債    費 

予算現額 支出済額 翌年度繰越額 不用額 執行率 対決算総額比 

円 円 円 円 ％ ％ 

1,692,240,000 1,692,112,185 0 127,815 100.0 9.0 

 本款の執行状況は上表のとおりで、前年度支出済額１６億３，２２８万円に比較すると５，９８

３万２千円（３．７％）の増加である。 
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 支出済額のほとんどが市債償還元金と利子である。 
 一般会計の前年度末における未償還元金は１９７億４，２３１万６千円であり、これに当年度借

入金額１２億５，６４０万円を加え、この合計額から当年度元金償還額１５億７，６３２万円を差

し引いた額１９４億２，２３９万７千円が当年度末未償還元金である。  
 カ．諸支出金 

諸  支  出  金 
予算現額 支出済額 翌年度繰越額 不用額 執行率 対決算総額比 

円 円 円 円 ％ ％ 

752,978,000 752,974,573 0 3,427 100.0 4.0 

 本款の執行状況は上表のとおりで、前年度支出済額６億６，４７９万１千円に比較すると、ふる

さと納税の増加等に伴い、基金への積立額が８，８１８万４千円（１３．３％）増加している。 
 支出の主なものは、ふるさと応援基金費７億１，８０５万２千円、財政調整基金費２，５１６万

５千円である。  
 ヨ．予備費 

予   備   費 
議決予算額 充用額 不用額 充当率 

円 円 円 ％ 

20,000,000 18,045,000 1,955,000 90.2 

当年度における予備費の充用件数は２件で、１９５万５千円が不用額となっている。主な充当先

は、ふるさと応援基金積立金１，８０２万２千円である。 


